
楽天証券株式会社 

【本計算書類中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   1,528,277    1,460,631

     100,902       14,973

     988,118            0

       1,300       14,973

      32,175       67,423

         856 13,688

      31,318       53,735

           8      246,463

       1,404      765,601

     344,016      278,756

     319,016           36

      25,000       82,000

         692          292

       4,755            6

         229           88

      42,311        3,446

       3,384        1,160

528          227

         486          122

       1,985           30

       6,069

       △ 92          231

         175

      33,177           55

       1,635

         394        3,755

       1,240        3,743

      24,532           11

      16,601    1,464,617

       1,957

       4,773

       1,200       96,833

       7,009        7,495

          46        4,511

       5,741        4,511

         253       84,826

       1,089          132

          36       84,694

          23 別 途 積 立 金        6,500

       1,355       78,194

    △ 1,537 評価・換算差額等            3

           3

      96,836

   1,561,454    1,561,454

貸  借  対  照  表
（2018年12月31日現在）

（単位：百万円）

流 動 資 産 流 動 負 債

資  産  の  部 負  債  の  部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

金 銭 の 信 託 デ リ バ テ ィ ブ 取 引

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 信 用 取 引 負 債

現 金 ・ 預 金 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

預 託 金 商 品 有 価 証 券 等

有 価 証 券 担 保 借 入 金

約 定 見 返 勘 定 預 り 金

商 品 有 価 証 券 等 信 用 取 引 借 入 金

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金

営 業 投 資 有 価 証 券

信 用 取 引 資 産 受 入 保 証 金

信 用 取 引 貸 付 金 有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金 短 期 借 入 金

立 替 金 前 受 金

前 受 収 益

短 期 差 入 保 証 金

未 払 法 人 税 等支 払 差 金 勘 定

賞 与 引 当 金

募 集 等 払 込 金

未 払 金保 管 有 価 証 券

未 払 費 用

前 払 金

前 払 費 用

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債

未 収 入 金

販 売 促 進 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

未 収 収 益

資 産 除 去 債 務

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

建 物

科　　　目 金　　額

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金

商 品 取 引 責 任 準 備 金

負  債  合  計

有 形 固 定 資 産

特別法上の準備金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

資 本 準 備 金

投 資 有 価 証 券

器 具 備 品

株  主  資  本

無 形 固 定 資 産

資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア

純　資　産  の  部

長 期 貸 付 金

の れ ん

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 準 備 金

顧 客 関 連 資 産

関 係 会 社 株 式

資 本 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

その他有価証券評価差額金

長 期 差 入 保 証 金

繰 越 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

貸 倒 引 当 金

純　資　産　合  計

資  産  合  計 負債 ・純資産合計
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＜個別注記表＞ 
 

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（2006年法務省令第

13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」（2007年内閣府令第52号）及び「有価証券

関連業経理の統一に関する規則」（1974年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成し

ております。また、商品先物取引業固有の事項につきましては、日本商品先物取引協会が定めた「商品

先物取引業統一経理基準」（1993年3月3日付社団法人日本商品取引員協会理事会決定）に準拠して作成

しております。 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１. 有価証券及びデリバティブ取引等の評価基準及び評価方法 

(1) トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法 

トレーディング商品に属する商品有価証券(売買目的有価証券)及びデリバティブ取引等につい

ては、時価法を採用しております。 

     

(2) トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

② その他有価証券 

その他有価証券で時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定）を採用しております。 

 

その他有価証券で時価のないもの…移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（金融商品取引法第2条第2項により有価証券とみな

されるもの）については、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な直近の計算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によっております。 

 

③ デリバティブ…時価法 

 

２. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物             6年 ～ 18年 

                器具・備品       2年 ～ 15年 

 

(2) 無形固定資産 

      定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利     

用可能期間（5年間）に基づく定額法を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により計上しております。     

また、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  

(4) 販売促進引当金  

 顧客サービスの一環として株式委託手数料等をポイントで還元しており、その支出に備えるため、

当事業年度末の付与ポイント数に過去の消費実績を勘案し、消費見込額を計上しております。 

 

(5) 金融商品取引責任準備金 

証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の5及び「金融商品取引業等に関す

る内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

(6) 商品取引責任準備金 

商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に基づき、同法施

行規則第111条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

(7) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 

   ①退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法 

については、給付算定式基準によっております。 

 

   ②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 

年数（５年） による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理する 

こととしています。 

 

４. のれんの償却方法及び償却期間 

   のれんの償却については、20年以内のその効果が及ぶと見積もられる期間で均等償却することと

しております。 

 

５. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処置 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

 

(2)決算日の変更に関する事項 

当事業年度より、決算日を3月31日から12月31日に変更しております。 この変更に伴い、当事 

業年度は、2018年4月１日から2018年12月31日までの9ヵ月間となっております 

 

【表示方法の変更に関する注記】 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用による変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準適用指針28号 2018年2月16日)等を当事

業年度から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示する方法に変更しております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１. 担保提供資産及び担保に係る債務 

担保に供している資産はありません。なお、信用取引借入金13,688百万円の担保として信用取

引の自己融資見返り株券1,249百万円、受入保証金代用有価証券4,995百万円を差入れております。 

 

２. 差入れている有価証券及び差入れを受けている有価証券の時価は次のとおりであります｡ 

（上記に属するものは除く） 

 

(1) 差入れている有価証券  
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    ①信用取引貸証券                51,836百万円 

      ②信用取引借入金の本担保証券            14,465百万円 

③消費貸借契約により貸付けた有価証券    249,082百万円 

④その他担保として差入れた有価証券        2,930百万円 

 

(2) 差入れを受けている有価証券 

      ①信用取引借証券                   8,144百万円 

      ②信用取引貸付金の本担保証券         265,031百万円 

③受入保証金代用有価証券                351,872百万円 

④消費貸借契約により借り入れた有価証券   16,866百万円 

 

３. 有形固定資産の減価償却累計額   3,381百万円 

 

４. 関係会社に対する金銭債権債務     

  短期金銭債権    537百万円 

             短期金銭債務   1,261百万円 

 

５. 取締役及び監査役に対する金銭債権債務 

             短期金銭債務      5百万円 
 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高  

  営業取引による取引高        

   営業収益              2,007百万円 

   営業費用             1,736百万円 
 

【税効果会計に関する注記】 

繰延税金資産および繰延税金負債の主な原因の内訳 

 

繰延税金資産 

    金融商品取引責任準備金    1,146百万円 

貸倒引当金              499 

賞与引当金                      69 

関係会社株式評価損             171 

株式報酬費用                   140 

販売促進引当金         37 

固定資産除却損          24 

未払事業税           64 

その他                      189 

  繰延税金資産小計               2,343 

  評価性引当額           △  1,891 

  繰延税金資産合計                 452 

 

繰延税金負債 

株式売却益                      28 

顧客関連資産              367 

資産除去債務             31 

その他有価証券評価差額金         1 

その他              0 

  繰延税金負債合計           429 

  繰延税金資産の純額                  23 

 

【金融商品に関する注記】 

(1) 金融商品の状況に関する事項  

① 金融商品に対する取組方針 
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当社は個人顧客を対象とした株式等金融商品の売買の媒介および取次業務を中心としたブ 

ローカレッジ業務を主たる事業としております。ブローカレッジ業務の一環である信用取引 

において、買建については顧客に対して金銭の貸付（信用取引貸付金）を、売建については

株式の貸付（信用取引貸証券受入金）を行っております。顧客に対する信用取引貸付金に充

当するため、株式市場、金融市場の状況や信用取引の増減等の資金需要を勘案して、証券金

融会社からの借入（信用取引借入金）のほか、コールマネー等による資金調達を行っており

ます。また、信用取引における貸株に充当するため、証券金融会社から株券の借入に見合う

担保金の差入（信用取引借証券担保金）を行っております。 

このほか、顧客から受け入れた預り金、信用取引に係る受入保証金、デリバティブ取引や外

国為替証拠金取引に係る受入証拠金等を「金融商品取引法」に基づき顧客分別金信託等とし

て、当社固有の資産と区分して信託銀行へ預託（預託金）しております。これら預託された

信託財産は、主に銀行預金等で運用しております。なお、顧客から受け入れた国内有価証券

市場デリバティブ取引に係る受入証拠金については、金融商品取引所へ直接預託（短期差入

保証金）を行っており、信託銀行へは預託しておりません。外国為替証拠金取引については、

顧客との相対取引を基本とし、社内規程に基づき、カウンターパーティとのカバー取引を実

施しております。カウンターパーティとの有価証券貸借取引については、資金調達等を目的

として、社内規程に基づき、取引上限を設定の上、有価証券担保条件付きの借入等を行って

おります。 

 

② 金融商品の内容及びそのリスク 

当社における金融商品は、主に預託金や信用取引資産であります。預託金は、主に顧客分別

金信託等であり、銀行預金により運用しているため、預け入れ先の信用リスクに晒されてお

ります。また、信用取引貸付金等の信用取引資産は、顧客の信用リスクに晒されております。 

外国為替証拠金取引については、顧客との相対取引のほか、これにより生じるリスクを回避 

するためにカウンターパーティとの相対による外国為替取引を行っており、外国為替リスク

と金利変動リスクのほか、顧客に対する信用リスクおよびカウンターパーティに対する信用

リスクと決済リスクを有しております。 

 

③ 金融商品に係る管理体制 

信用リスク、市場リスク、流動性リスクは、社内規程に基づき、リスク管理部にて管理を

行っております。 

信用リスクに関しては、顧客の建玉管理や運用先の信用状況のモニタリング実施等により、

貸倒損失を極小化することとしております。市場リスクに関しては、株式、債券および外国為

替のポジションについて限度額を設定の上、モニタリングを行っております。流動性リスクに

関しては、安定的な資金繰りを維持し、緊急時に備えた一定水準の借入枠を確保することとし

ており、これらの状況をモニタリングしております。 

 

(2) 金融商品の時価等に関する事項  

   2018年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について 

は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

  
貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

(1) 現金・預金 100,902  100,902  － 

(2) 預託金 988,118  988,118  － 

(3) 商品有価証券等（資産） 856  856  － 

(4) 信用取引資産 344,016  344,016  － 

  信用取引貸付金 319,016  319,016 － 

  信用取引借証券担保金 25,000  25,000 － 

(5) 営業投資有価証券及び投資有価証券 1  1  － 

(6) デリバティブ取引 16,345  16,345  － 

(7) 商品有価証券等（負債） 0 0 － 
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(8) 信用取引負債 (67,423) (67,423) － 

  信用取引借入金 (13,688) (13,688) － 

  信用取引貸証券受入金 (53,735) (53,735) － 

(9) 有価証券担保借入金 (246,463) (246,463) － 

(10) 預り金 (765,601) (765,601) － 

(11) 受入保証金 (278,756) (278,756) － 

(12) 短期借入金 (82,000) (82,000) － 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

 

  （注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金・預金、（2）預託金、（4）信用取引資産 

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっています。 

 

(3) 商品有価証券等（資産）、(7) 商品有価証券等（負債） 

                     (単位：百万円) 

 
2018年12月31日 

当事業年度の損益に含まれた

評価差額 
△ 2 

 

(5)  投資有価証券 

株式は取引所の価格によっています。 

なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額

と取得原価との差額は次のとおりであります。 

（その他有価証券） 

（単位：百万円） 

 
種類 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 
株式 0 1 1 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 
株式 － － － 

合計 0 1 1 

 

(6) デリバティブ取引 

① ヘッジ会計が適用されていないもの 

外国為替証拠金取引 

（単位：百万円） 

区分 種類 契約額 時価額 評価損益 

顧客 
売建 765,863 19,736 19,736 

買建 442,309 △ 682 △ 682 

ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾃｨｰ 
売建 1,043,633 6,338 6,338 

買建 1,349,973 △ 9,046 △ 9,046 

合計   3,601,779 16,345 16,345 

 

② ヘッジ会計が適用されているもの 

該当なし 

 

(8)信用取引負債、（9）有価証券担保借入金、（10）預り金、（11）受入保証金及び（12）短期

借入金 

これらの時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
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ら、当該帳簿価額によっています。 

 

（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 49 

組合への出資金 4 

関係会社株式 5,741 

    非上場株式及び組合への出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、「（5）営業投資有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。      

関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、上表には含めておりません。 

 

【関連当事者との取引に関する注記】 

(1) 親会社の子会社 

 

 

 

 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

注1： 取引金額には、消費税は含まれておりません。 

注2： 資金の預入取引については、期間が短く、かつ回転が早いため、取引金額の欄は純額表示とし

ております。 

注3： 市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

注4： 金銭信託の取引金額については、金額が多額であるため記載しておりません。 

 

(2)役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額  1,367,770円57銭 

  

１株当たり当期純利益    143,130円41銭  

 


